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１ 目的 

  岩手県釜石市の最南に位置する唐丹町漁業協同組合は平成23年3月11日に発生した東日本大

震災津波によって壊滅的な漁業被害を受けた。当漁協では漁協事務所の流出をまぬがれたものの、

事務所は 1 階部分が浸水した。漁港の防潮堤は一部が崩壊、漁港内の施設や設備等は全て被災、

海上の養殖施設や定置網漁具等も全て流失、漁船も 9割以上を失った。 

  釜石市内の漁業生産額は約 51億円（平成 21年）である。この内訳は、市内の魚市場に水揚げ

する漁船漁業が約 5 割と最も高く、漁協の販売事業で流通する養殖業と採介藻漁業がそれぞれ

34％、16％を占めている。漁船漁業はサケ等を水揚げする漁協自営の定置網漁船やサンマやイカ

などを水揚げする廻来船等の水揚げ割合が多いのに対して、養殖業と採介藻漁業は全て地元の個

人経営体が水揚げしており、地域の個人経営体にとって養殖業は最も重要な漁業種類である。 

当漁協を始めとする釜石市内の漁協組合員は大半が養殖業を中心として生計を営み、養殖業を

営みながら採介藻漁業や定置網に乗組員として従事するなど、複合的な漁業経営を行っている。

当漁協の正組合員数は 343名（平成 22年度末）で、唐丹湾及びその周辺海域で養殖業や採介藻

漁業及び小型漁船漁業を営んでいる。このうち、ホタテガイを養殖する組合員 114名、ワカメを

養殖する組合員 128名、コンブを養殖する組合員 59名、ホヤを養殖する組合員 11名、カキを養

殖する組合員 6名（重複あり）、正組合員の約 5割を占める 165名が養殖に従事しており、養殖

業は地域漁業に占める重要度が非常に高い。 

  当組合の養殖業は東日本大震災津波によって壊滅的な被害を受け存続の危機に瀕しており、早

急に回復させて組合員の漁業経営を再建し、地域社会の再建を実現する必要がある。 

  このため、ホタテガイ養殖を中心に生計を営む漁業者 35 名をグループ化し、当地域でホタテ

ガイ養殖を平成 24 年 7 月から再開したが、漁協自営定置網の乗組員と兼業しているホタテガイ

養殖漁業者は、定置網作業との調整がつかなかったことから、先行グループと一緒に養殖再開を

果たすことができなかった。しかし、定置乗組員の収入だけでは漁家経営の再興は困難である。 

  よって、定置網作業との調整を行なったうえで、兼業可能な規模の養殖施設を新たに整備し、

16名の養殖漁業者（新規養殖就業者 1名含む）が省力化機器の導入等によって震災前に比べて生

産性の高い養殖業の再開を図ることを目的とする。 
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２ 地域養殖復興プロジェクト参加者等名簿 

①  唐丹町漁協地域養殖復興協議会 

 分 野 機関・団体名 役 職 氏 名 

１ 地方公共団体 岩手県沿岸広域振興局水産部 水産部長 渡部 茂雄 

２ 地方公共団体 釜石市産業振興部水産農林課 水産農林課長 菊池 行夫 

３ 養殖関係 唐丹町漁業協同組合 代表理事組合長 上村 勝利 

４ 養殖関係 唐丹町漁業協同組合 理 事 大瀬 司 

５ 養殖関係 唐丹町漁業協同組合 理 事 村上 修一 

②同ホタテガイ第２部会 

 分 野 機関・団体名 役 職 氏 名 

１ 養殖関係 唐丹町漁業協同組合 監 事 上野 寛 

２ 養殖関係 ほたて養殖組合 組合員 三嶋 三也 

３ 養殖関係 ほたて養殖組合 組合員 山内 秀夫 

４ 地方公共団体 岩手県沿岸広域振興局水産部 
上席水産業 

普及指導員 
佐藤 教行 

５ 地方公共団体 釜石市産業振興部水産農林課 水産振興係長 三浦 慎輔 

③ 同事務局 

 機関・団体名 役 職 氏 名 

１ 唐丹町漁業協同組合 共済課長 新沼 一衛 

２ 〃 販売定置課長 上村 豊 

３ 〃 主事（販売定置課） 村山 勝宏 

４ 岩手県沿岸広域振興局水産部 主任水産業普及指導員 佐々木 律子 

 

３ 震災前の養殖業の概要 

  当漁協で生産されている養殖種目は、ワカメ、コンブ、カキ、ホタテガイ、ホヤ等であるが、

生産額（最近 5年間平均）はワカメが最も多く 2.7億円、次いでホタテガイが 1.2億円である。 

最近 5年間の生産量は 1.7千～3.4千トン、生産額は 3億 8千万円～5億 9千万円となってお

り、ほぼ横ばいで推移している。しかし、平成 21 年度に高水温によるホタテガイの不振、平成

22年度は東日本大震災津波によって収穫前のワカメが流失したことなどから、これらの年度は生

産量及び生産額は低下している。 

  また、行使者数は高齢化による廃業などにより 10年間で 79％まで減少しているが養殖施設数

はほぼ横ばいで推移し、行使者一人当たりの養殖施設使用台数は微増となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

養殖生産数量・金額の推移
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・震災前の施設等の状況 

施設名 所有者（個人・共同利用の別） 規 格 施設数 

養殖施設 ホタテガイ養殖施設（共同） 延縄式 100ｍ複列 30台 

陸上施設 

①保管作業施設（共同）   S50 

②水産物保管施設（共同）  S56 

③保管作業施設（共同）   H1 

④ホタテネット洗浄機（共同） 

⑤クリーンカッター（共同） 

⑥ピンセッター（個人） 

⑦耳あけドリル(個人) 

鉄骨造平屋建  738.5㎡ 

鉄骨造平屋建  180.0㎡ 

鉄骨造平屋建  352.5㎡ 

出力 16kW 

出力 3kW 

手動式 

手動式 

1棟 

1棟 

1棟 

5台 

10台 

15台 

15台 

作業船 

①共同作業船(共同) 

②養殖作業船（個人） 

〔艤装〕 

①ホタテガイ洋上洗浄機（共同） 

②桁送り機（個人） 

2.4トン 

5トン未満 

 

出力 16kW 

手動式 

1隻 

25隻 

 

1台 

15台 

 

４ 被災状況 

 数量及び金額 被災内容 

養殖施設 ホタテガイ養殖施設（30台、59,670千円） 滅失 

陸上施設 

①保管作業施設（1棟、41,200千円） 

②水産物保管施設（1棟、44,500千円） 

③保管作業施設（1棟、28,800千円） 

④ホタテネット洗浄機（５台、17,250千円） 

⑤クリーンカッター（10台、9,900千円） 

⑥ピンセッター（15台、675千円） 

⑦耳あけドリル（15台 1,875千円） 

滅失 

滅失 

滅失 

滅失 

滅失 

滅失 

滅失 

作業船 

①共同作業船（1隻、2,000千円） 

②養殖作業船（25隻、27,170千円） 

〔艤装〕 

①ホタテガイ洋上洗浄機（1台、4,750千円） 

②桁送り機（15台、2,475千円） 

滅失 

滅失 

 

滅失 

滅失 

生産物 養殖ホタテガイ（145.8トン、40,676千円） 滅失 

 

５ 計画の内容 

(1)共同化の取組 

 Ａ共同作業による天然採苗の実施 

   県や他漁協と連携して浮遊幼生調査を実施し、その調査結果をもとに適期に効率的に天然採

苗を行うことにより、養殖の早期再開と作業効率の向上を図る。 

 B共同作業による稚貝分散の実施 

   採苗した種苗は集落毎に育成管理する。共同で省力化機器等を活用し適期に迅速に稚貝の選

別や飼育カゴへの収容作業を行う。種苗の過不足があった場合は集落間で調整し、適正稚貝数

を飼育カゴに収容することで、高い生残率と成長率等を確保し、生産性の向上を図る。 

 C共同利用する省力化機器の導入 

   飼育カゴ洗浄機や耳吊り用作業機械及び洋上クリーナーなどの省力化機器を過剰投資になら
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ないように集落単位に整備し、生産性を向上させ生産拡大を図ることで所得の向上を目指す。 

 D共同作業による養殖施設等の管理 

   養殖組合内部に養殖施設の設置や修繕等を行える体制を整備し、養殖再開を確実に推進する。 

E共同出荷の実施 

   漁協が中心となって、生産者毎のホタテガイの飼育数を把握し出荷可能量を推計できる仕組

みを整え、安定的な生産供給によって販売先から信頼される共同出荷を実施する。 

 F漁場環境観測の実施と観測情報の活用 

   養殖漁場の水温等の漁場環境を把握に努め、その情報をもとに養殖業者が適切な処置を講じ

ることによって、養殖ホタテガイの歩留まり向上を目指す。 

(2)がんばる養殖業復興支援事業の活用 

・事業実施者：唐丹町漁業協同組合 

・生産契約先又は契約養殖漁業者名：別紙のとおり 

・実施年度：平成 25年度～平成 28年度 

・取組みスケジュール 

事業期間 期 間 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 

検討期間 平成 25年 3月まで       

        

１事業期間 
平成 25年 4月 

～28年３月 

 
     

        

２事業期間 
平成 26年４月 

～29年３月 

 
     

        

 

(3)施設復興計画 

施設名 
所有者 

（個人・共同の別） 
規 格 震災前 

１事業

期間 

２事業

期間 

３事業

期間 
活用する事業名 

ホタテ

ガイ養

殖施設 

漁協 

（共同） 

延縄式 

100ｍ複列 

200ｍ複列 

（標準施設換算台数） 

 

30台 

 

(30台) 

 

16台 

16台 

(48台) 

 

16台 

16台 

(48台) 

 

16台 

16台 

(48台) 

 

水産業共同利用

施設復旧支援事

業 

陸上 

施設 

①保管作業施設

（共同） 

②水産物保管施

設（共同） 

③ホタテネット

洗浄機（共同） 

④クリーンカッ

ター（共同） 

⑤ピンセッター 

（共同） 

⑥ 耳 あ け 機  

（共同） 

鉄骨造平屋建 

738.5㎡ 

鉄骨造平屋建 

180.0㎡ 

出力 16kW 

 

出力３kW 

 

ロール式 

 

自動式 

 

1棟 

 

2棟 

 

5台 

 

10台 

 

15台 

 

15台 

 

1棟 

 

2棟 

 

2台 

 

10台 

 

４台 

 

４台 

 

1棟 

 

2棟 

 

2台 

 

10台 

 

４台 

 

４台 

 

1棟 

 

2棟 

 

2台 

 

10台 

 

４台 

 

４台 

 

水産業経営基盤

復旧支援事業 

 

 

水産業共同利用施

設復旧支援事業 

 

作業船 

共同作業船 

養殖作業船 

〔艤装〕 

FRP製 2.4トン 

5トン未満 

 

1隻 

25隻 

 

2隻 

16隻 

 

2隻 

16隻 

 

2隻 

16隻 

 

共同利用漁船等復

旧支援対策事業 

 

(4月) (３月) 

(４月) (３月) 
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①ホタテガイ洋上

洗浄機（共同） 

②ネットホーラー 

（個人） 

③桁送り機 

  (個人) 

出力 16kW 

 

出力 200W 

 

手動式 

 

1台 

 

0台 

 

15台 

 

2台 

 

16台 

 

16台 

 

2台 

 

16台 

 

16台 

 

2台 

 

16台 

 

16台 

 

水産業共同利用施

設復旧支援事業 

 

 

 

 

 ※標準施設換算台数：養殖施設の幹縄の延長を 200ｍとして換算した台数 

 

(4)生産量及び経営体数 

項目 震災前 復興１事業期間 ２事業期間 ３事業期間 

生産量(kg) 72,916 128,000 128,000 128,000 

生産額(千円) 20,338 45,056 45,056 45,056 

単価（円/Kg） 279 352 352 352 

経営体数 15 16 16 16 

※震災前：生産量・生産額はH18～H22年度平均値(H21年度を除く)。経営体数はH22年度 

 

(5)復興に必要な経費               （単位：生産量は kg、その他は千円） 

 
震災前 

の状況 

１事業期間 

(H25年４月～ 

  H27年３月) 

２事業期間 

(H26年４月～ 

  H29年３月） 

３事業期間 

（H27年４月～ 

  H30年３月） 

 

収入 

 生産量 

 生産額 

 

 

72,916 

20,338 

 

 

128,000 

45,056 

 

 

128,000 

45,056 

 

 

128,000 

45,056 

 

経費 

漁業権行使料 

 人件費 

 養殖用資材 

 販売費 

 その他の経費 

消費税 

 

減価償却費 

 施設利用料 

 

経費合計 

 

 

 43 

15,957 

108 

1,162 

  330 

 80 

 

2,011 

  310 

 

20,001 

 

 

112 

 35,350 

2,450 

 2,575 

   573 

  280 

 

11,898 

1,101 

 

 54,339 

 

 

112 

 35,350 

  240 

 2,575 

   634 

172 

 

 9,063 

  1,074 

 

 49,220 

 

 

96 

 35,350 

240 

 2,575 

   731 

177 

 

 4,454 

  686 

 

 44,309 

収   支   337 ▲9,283 ▲ 4,164   747 

償却前利益  2,658   3,716  5,973  5,887 

 

＜養殖の生産方法＞ 

  ホタテガイ養殖は、毎年 4月から 5月にかけて地先海面において、天然採苗により種苗を確保
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して開始する。 

  その後、8月に採苗器から稚貝を回収し、飼育カゴに種苗を収容して飼育を開始し（殻長約 1cm）、

10月には飼育カゴの交換と収容密度を下げるため分散を行う。 

  翌年の 1月から 2月にかけて収容密度を下げる分散を行い（殻長 3cm以上）、稚貝の成長を促

進させる。 

更に、稚貝が一定の大きさに成長する５月から６月に一層の成長促進を図るため、カゴ飼育か

ら耳吊飼育に移行する（殻長 7cm以上）。 

なお、定置網作業と兼業できる範囲で一経営体当たりの養殖施設台数を増やすとともに、生産

の制限要因となっていた洗浄等の作業に省力化機器を導入し共同作業化することによって増加

する作業量に対応し、一経営体当たりの生産量を増加させる。 

  養成中は付着物の除去や浮力調整等に注意し飼育を行い、翌年の 7 月から 12 月頃にかけて出

荷を行う（殻長 10cm以上）。 

＜経費等の考え方＞ 

 １．生産量は養殖漁業者 1人当り 40千個を出荷することとして算出した（別紙のとおり）。これ

は、先行計画の約半分（54％）の出荷数である。また、販売単価は平成 24年 1月から平成 25

年 1月までの県漁連共販実績値（全県平均）を用いた。 

 ２．漁協が共同利用施設として整備した施設に係る施設使用料ついては、補助残分の金額を計上

した。なお、養殖施設については、幹縄部分について徴収することとした。 

３．漁業権行使料は、施設一台当たりの行使料を算出して計上した。 

４．人件費は、生産額から人件費以外の経費を差し引いたものを人件費として計上した。 

５．販売費は生産物の共同販売手数料（漁協５％、県漁連１％）を計上した。 

６．その他の経費には修繕料を計上した。修繕費は減価償却費と施設利用料の対象となる施設等

の期首評価額の 2％に相当する額を算出して計上した。 

 

６ 復興後の目標 

(1)生産目標 

 震災前  10年後 

 

養殖施設数 

陸上施設数 

養殖業者数 

 常時養殖従事者数 

 臨時雇用者数 

生産量 

生産金額 

 

 30台 

 3棟 

 15経営体 

 15人（経営体含む） 

 13人 

 73トン 

 20,338千円 

→ 

 

 48台 

 3棟 

 16経営体 

 16人（経営体含む） 

  0人 

 128トン 

 45,056千円 

(2)生産体制 

  平成23年3月11日に発生した東日本大震災津波によって壊滅的な打撃を受けた当組合のホタ

テガイ養殖業は、震災前においても小規模な兼業経営で後継者がいない経営体が多かった。 

  また、定置網従事とホタテガイ養殖を兼業する経営体は、定置網作業を優先しなければならず、

ホタテガイ養殖中心の経営体と共同作業を組むことができなかった。 

  よって、当プロジェクトでは、定置網作業と両立できる最大の範囲で養殖施設を復旧した上で、

定置網に従事する経営体のみでグループを組み、天然採苗、稚貝分散、施設管理、出荷などを共

同化するとともに、省力化機器を用いて生産性の向上を図り、定置網従事と兼業可能なホタテガ

イ養殖を再興する。 

  なお、採苗から飼育管理及び施設管理を共同化することで、より規格化を進め共同販売の販売

力の向上を図る。 

  また、ホタテガイ養殖と定置網の乗組員給与などの収入を合わせて余裕のある経営が可能な漁
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家を育成し、後継者確保が容易で継続性の高い漁家経営ができる地域漁業を確立する。 

 

７ 復興計画の作成に係る地域養殖復興プロジェクト活動状況 

実施時期 協議会・部会 活動内容・成果 備考 

平成 24年４月 12日 
第１回ホタテガ

イ部会 

プロジェクト事業概要説明 

養殖復興計画案について 

事業スケジュールについて 

 

平成 24年４月 12日 第１回協議会 

プロジェクト事業概要説明 

会長選出 

養殖復興計画案・計画提出について 

事業スケジュールについて 

 

平成 25年３月８日 
第１回ホタテガ

イ第２部会 

事業の経過報告 

第２部会養殖復興計画案について 

 

平成 25年３月８日 第２回協議会 
事業の経過報告 

第２部会養殖復興計画の提出ついて 

 

 

 

 

 


